






















































































ターに官邸対策室を設置する。」（2003年 11月 21日 閣議決定から引用）
5　 厚生労働省大臣官房厚生科学課長〔2011〕






















札幌 (1)， 仙台 (5)， 新潟 (1)， さいたま (1)， 千葉 (1)， 横浜 (1)， 川崎 (7)， 相模原 (1)， 静岡 (1)， 名古屋 (16)， 浜松 (1)， 京都 (1)， 













































節性インフルエンザの受診者が約 1000万人、死亡数が約 300人～ 1,800人であることを踏まえると、2009年
の新型インフルエンザは、季節性と比べて、受診患者数は多いものの死亡数は低い水準に抑えられたと考えら
れている。












































































    
 
   
  
 
   
 
18　 「濃厚接触者」の停留は、5月 22日以降は中止された。
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　東京都保健所長委任規則（昭和 50年 4月 1日　規則第 136号）／兵庫県 地方機関処務規定（昭和 43年 5月 1日 訓令甲第 8号）
／府保健所長に権限を委任する規則（2004年 12月 28日　大阪府規則第百九号）／横浜市保健所長委任規則（2007年 3月 30日


















50 4 1 136  43 5 1  
8 2004 12 28
2007 3 30 31 2007 3 30 52






















































































































































































































































































議資料」、2010年 4月 28日、厚生労働省 
（http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/dl/infu100428-13.pdf（2012年 12月 20日現在））
・  厚生労働省大臣官房厚生科学課長〔2011〕、「2011年度 感染症危機管理研修会、厚生労働省の健康危機管理
対策」2011年 10月 12～ 13日、厚生労働省








・  八王子市〔2009〕、「平成 21年度における新型インフルエンザに対する取り組みの総括」、八王子市
・  兵庫県新型インフルエンザ対策検討委員会〔2009〕、『兵庫県新型インフルエンザ対策検証報告書～第 2 波に
備えた対策に関する提言～』、兵庫県
・  野沢秀実〔2010〕「保健所政令市の視点から分権の効果と限界を考察する～衛生行政の統合と健康危機管理
対応型基礎自治体のすすめ（上）（下）」、『自治総研』380号・381号
・  横浜市〔2006〕『横浜市緊急事態等対処計画』、横浜市
Hosei University Repository
